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【資料２－２の別添】



別紙 

申 請 事 項 記 載 書 

 

１ 調査の名称 

民間給与実態統計調査 

 

２ 変更の内容 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

２ 調査の目的 

本調査は、民間給与の実態を明らかにし、租税に関する

制度及び税務行政の運営に必要な基本的事項を明らかに

するための民間給与実態統計を作成することを目的とす

る。 

 

２ 調査の目的 

民間給与実態統計（民間給与の実態を明らかにし、租税

に関する制度及び税務行政の運営に必要な基本的事項を

明らかにすることを目的とする基幹統計）を作成するこ

とを目的とする。 

 

・形式的修正 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲 

所得税法の規定により、給与等について源泉徴収す

る義務がある者（国及び地方公共団体並びに国税庁長

官が指示するものを除く。） 

 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲 

所得税法施行地に納税地を有する源泉徴収義務者

（国及び地方公共団体並びに国税庁長官が指示するも

のを除く。） 

 

 

・記載の適正化 

４ 報告を求める者 

（１）数 

約29,000（母集団数：約350万） 

 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

源泉徴収義務者名簿を基に、源泉徴収義務者を国税

４ 報告を求める者 

（１）数 

28,592（本調査の平成 23 年分結果）（母集団数：約

370万） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

源泉徴収義務者名簿を基に、源泉徴収義務者を国税

 

・形式的修正 

 

 

・ 「統計改革推進会議 最終

取りまとめ」（平成29年５月）

に記載されている「効率化の
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局ブロック別、給与所得者数別に区分して無作為抽出

する。（詳細は、別添１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

局ブロック別、給与所得者数別に区分して無作為抽出

する（詳細は、別添１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）報告方法 

源泉徴収義務者が郵送で配布された調査票に記入

し、調査票調査期日の属する年の翌年２月末日までに

源泉徴収義務者の納税地を管轄する国税局長（沖縄国

税事務所長を含む。以下同じ。）に提出する。ただし、

国税庁長官が民間給与実態統計調査の調査票の回収及

び審査に係る事務を民間事業者に委託する旨の契約を

当該民間事業者と締結する場合にあっては、当該民間

事業者に提出する。 

また、電子情報処理組織による報告の場合は、調査票

に入力し源泉徴収義務者の納税地を管轄する国税局長

に提出する。 

なお、フレキシブルディスク等電磁的記録媒体の場

合は、フレキシブルディスク等電磁的記録媒体へ記録

徹底による統計に関する官民

コストの引下げ」や、「公的統

計の整備に関する基本的な計

画」（平成30年３月）に記載さ

れている「統計作成の効率化

及び報告者の負担軽減」を図

るべく、精度面に留意しつつ

標本数を削減した。 

標本設計の変更内容につい

ては、別添「調査計画（変更

後）別添１別表 層別及び抽

出率の区分 新旧対照表」参

照。 

 

・「６ 報告を求めるために用

いる方法」と重複しているため

統合 
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し、報告義務者名を記載した書面をはり付け、「民間給

与実態統計調査である旨」、「名称又は氏名」、「所在地

又は住所」、「企業の主な業務」及び「給与所得者に関

する事項の件数」を記載した書面を添付し、調査期日

の属する年の翌年２月末日までに国税局長に提出す

る。ただし、国税庁長官が民間給与実態統計調査の調

査票の回収及び審査に係る事務を民間事業者に委託す

る旨の契約を当該民間事業者と締結する場合にあって

は、当該民間事業者に提出する。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、別添２調査票参照） 

イ 報告義務者に関する事項 

(ｲ) 名称又は氏名 

(ﾛ) 所在地又は住所 

(ﾊ) 企業の主な業務 

(ﾆ) 給与所得者用調査票の層番号及び人員数 

(ﾎ) 組織及び資本金 

(ﾍ) 給与所得者数 

(ﾄ) 年間給与支給総額 

(ﾁ) 給与支給総額に対する年間源泉徴収税額 

 

ロ 給与所得者（調査対象に選定された報告義務者が、所

得税法第183条第１項の規定により、所得税を源泉徴収

して納付している給与所得者（同法第185条第１項第３

号に規定する給与等の支払を受けた者を除く。））に関す

る事項 

(ｲ) 給与所得者の氏名又は記号等、性別、年齢、勤続年

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、別添２調査票参照） 

イ 報告義務者に関する事項 

(ｲ) 名称又は氏名 

(ﾛ) 所在地又は住所 

(ﾊ) 企業の主な業務 

(ﾆ) 給与所得者用調査票の枚数及び人員数 

(ﾎ) 組織及び資本金 

(ﾍ) 給与所得者数 

(ﾄ) 年間給与支給総額 

(ﾁ) 給与支給総額に対する年間源泉徴収税額 

 

ロ 給与所得者（調査対象に選定された報告義務者が、所

得税法第 183 条第１項の規定により、所得税を源泉徴

収して納付している給与所得者（同法第 185 条第１項

第３号に規定する給与等の支払を受けた者を除く。））

に関する事項 

(ｲ) 給与所得者の氏名又は記号等、性別、年齢、勤続年

 

・記載の適正化 
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数及び職務 

(ﾛ) 年中の給与の受給月数 

(ﾊ) 年末調整の有無 

(ﾆ) 控除対象配偶者の有無、扶養親族の内訳及び本人控

除の有無 

(ﾎ) 給与の金額 

(ﾍ) 諸控除（所得控除額及び税額控除額）の内訳 

(ﾄ) 年税額 

 

数及び職務 

(ﾛ) 年中の給与の受給月数 

(ﾊ) 年末調整の有無 

(ﾆ) 扶養親族の内訳 

(ﾎ) 給与の金額 

(ﾍ) 所得控除額及び税額控除額の内訳 

(ﾄ) 年税額 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

国税庁－民間事業者－報告者 

 

 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン

調査 □その他（     ）） 

国税庁が業務を委託した民間事業者は、報告者に対

し、郵送又はオンラインにより調査票を配布し、回収す

る。 

ただし、報告者が政府統計共同利用システムにより報

告した場合は、政府統計共同利用システムから当該報告

に係る報告内容を入手する。 

＜民間事業者に委託する主な業務内容＞ 

・調査票関係用品の印刷、作成 

・調査票及び調査関係書類の送付、調査票の回収、問い

合わせ苦情対応、督促業務、調査票及び調査関係書類

の再送付 

・調査票の受付・整理、審査、調査票データの電子化 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

国税庁－国税局－報告者 

国税庁－民間事業者－報告者 

 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン

調査 □その他（     ）） 

調査の方法は以下のいずれかによる。 

イ 調査票による報告 

報告義務者は、配布された調査票へ「５（１）報

告を求める事項」に掲げる各事項を記入し、調査期

日の属する年の翌年２月末日までに国税局長（ただ

し、国税庁長官が民間給与実態統計調査の調査票の

回収及び審査に係る事務を民間事業者に委託する

旨の契約を当該民間事業者と締結する場合にあっ

ては、当該民間事業者）に提出する。 

国税局長（ただし、国税庁長官が民間給与実態統

計調査の調査票の回収及び審査に係る事務を民間

事業者に委託する旨の契約を当該民間事業者と締

 

・記載の適正化 

 

 

 

・形式的修正 
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結する場合にあっては、当該民間事業者）は、報告

義務者から提出された調査票を審査し、調査期日の

属する年の翌年３月末日（当該民間事業者にあって

は、国税庁長官の定める期日）までに国税庁長官に

提出する。 

ロ 電子情報処理組織による報告 

報告義務者は、行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する法律第３条第１項に規定する

電子情報処理組織を使用して、「５（１）報告を求

める事項」に掲げる各事項を入力し、調査期日の属

する年の翌年２月末日までに、国税庁の使用に係る

電子計算機に備えられたファイル（以下「ファイル」

という。）へ記録する。 

国税局長（ただし、国税庁長官が民間給与実態統

計調査の調査票の回収及び審査に係る事務を民間

事業者に委託する旨の契約を当該民間事業者と締

結する場合にあっては、当該民間事業者）は、報告

義務者から電子情報処理組織を使用して記録され

たファイルを審査し、調査期日の属する年の翌年３

月末日（当該民間事業者にあっては、国税庁長官の

定める期日）までに国税庁長官に提出する。 

ハ フレキシブルディスク等電磁的記録媒体による

報告 

報告義務者は、フレキシブルディスク等電磁的

記録媒体へ「５（１）報告を求める事項」に掲げる

各事項を記録し、報告義務者名を記載した書面を

はり付け、「民間給与実態統計調査である旨」、「名

称又は氏名」、「所在地又は住所」、「企業の主な業
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務」及び「給与所得者に関する事項の件数」を記載

した書面を添付し、調査期日の属する年の翌年２

月末日までに国税局長（ただし、国税庁長官が民間

給与実態統計調査の調査票の回収及び審査に係る

事務を民間事業者に委託する旨の契約を当該民間

事業者と締結する場合にあっては、当該民間事業

者）に提出する。 

国税局長（ただし、国税庁長官が民間給与実態

統計調査の調査票の回収及び審査に係る事務を民

間事業者に委託する旨の契約を当該民間事業者と

締結する場合にあっては、当該民間事業者）は、報

告義務者から提出された調査票を審査し、調査期

日の属する年の翌年３月末日（当該民間事業者に

あっては、国税庁長官の定める期日）までに国税庁

長官に提出する。 

  （参考）民間事業者への委託業務 

実査準備（調査票関係用品の印刷、作成）、実査

（調査票及び調査関係書類の送付、調査票の回収、

問い合わせ苦情対応、督促業務、調査票及び調査

関係書類の再送付）、審査（調査票の受付・整理、

審査）、調査票データの電子化 

 

10 使用する統計基準 

集計結果の業種別の表示において、日本標準産業分類の

大分類を独自に一部統合した分類を使用する。（別添４参

照） 

 

10 使用する統計基準 

集計結果の業種別の表示において、「日本標準産業分類

（平成19年11月改定）」（総務省）の大分類を独自に一部

統合した、14種類に分類している（別添４参照） 

 

・形式的修正 
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別添 

調査計画（変更後）別添１別表 層別及び抽出率の区分 新旧対照表 

（注）下線を付した部分が改正部分である。 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 
 

層 別 

源泉徴収義務者 

の給与所得者数 

の 区 分 

（Ａ） 

全 体 と し て の 

調査対象源泉徴収 

義務者の抽出率 

（Ｂ） 

調査対象源泉徴収 

義務者における 

調査対象給与所得 

者の抽出率（Ｃ） 

全体としての調査 

対象給与所得者の 

抽 出 率 （ Ｄ ） 

〔(Ｂ)×(Ｃ)〕 

第１層 

第２層 

第３層 

第４層 

第５層 

第６層 

第７層 

第８層 

1～    9 人 

10～   29 人 

30～   99 人 

100～  499 人 

500～ 999 人 

1,000～4,999 人 

5,000人以上 

本   社 

1 ／ 400 

1 ／ 200 

1 ／  60 

1 ／  15 

1 ／   3 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   2 

1 ／   6 

1 ／  20 

1 ／ 100 

1 ／ 200 

1 ／ 200 
（上限100人） 
1 ／  20 

1 ／ 400 

1 ／ 400 

1 ／ 360 

1 ／ 300 

1 ／ 300 

1 ／ 200 

1 ／ 200 
（上限100人） 

1 ／  20 

 

層 別 

源泉徴収義務者 

の給与所得者数 

の 区 分 

（Ａ） 

全 体 と し て の 

調査対象源泉徴収 

義務者の抽出率 

（Ｂ） 

調査対象源泉徴収 

義務者における 

調査対象給与所得 

者の抽出率（Ｃ） 

全体としての調査 

対象給与所得者の 

抽 出 率 （ Ｄ ） 

〔(Ｂ)×(Ｃ)〕 

第１層 

第２層 

第３層 

第４層 

第５層 

第６層 

第７層 

第８層 

1～    9 人 

10～   29 人 

30～   99 人 

100～  499 人 

500～ 999 人 

1,000～4,999 人 

5,000人以上 

本   社 

1 ／ 400 

1 ／ 200 

1 ／  60 

1 ／  15 

1 ／   3 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   2 

1 ／   5 

1 ／  20 

1 ／  50 

1 ／ 100 

1 ／ 200 
 

1 ／  10 

1 ／ 400 

1 ／ 400 

1 ／ 300 

1 ／ 300 

1 ／ 150 

1 ／ 100 

1 ／ 200 
 

1 ／  10 

・本調査の標本抽出は、標

本として抽出された源泉徴

収義務者（以下「標本事業

所」という。）の抽出及び

標本事業所に勤務する給与

所得者（以下「標本給与所

得者」という。）の抽出の

２段階抽出からなってお

り、標本数を削減するに

は、これらの一方または両

方の標本数を削減すること

となるが、精度面に留意し

つつ検討を行った結果、標

本給与所得者数を削減する

方が精度への影響が小さ

く、また、本調査では他の

給与・賃金に関する統計と

比し、標本給与所得者数が

大きくなっていることか

ら、標本給与所得者数を削

減することとした。 
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1 

調査計画（変更後） 

 

１ 調査の名称 

民間給与実態統計調査 

２ 調査の目的 

本調査は、民間給与の実態を明らかにし、租税に関する制度及び税務行政の運営に必要な基本的

事項を明らかにするための民間給与実態統計を作成することを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

（２）属性的範囲 

所得税法の規定により、給与等について源泉徴収する義務がある者（国及び地方公共団体並び

に国税庁長官が指示するものを除く。） 

４ 報告を求める者 

（１）数 

約29,000 （母集団数：約350万） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

源泉徴収義務者名簿を基に、源泉徴収義務者を国税局ブロック別、給与所得者数別に区分して

無作為抽出する。（詳細は、別添１参照） 

（３）報告義務者 

源泉徴収義務者 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、別添２調査票参照） 

イ 報告義務者に関する事項 

(ｲ) 名称又は氏名 

(ﾛ) 所在地又は住所 

(ﾊ) 企業の主な業務 

(ﾆ) 給与所得者用調査票の層番号及び人員数 

(ﾎ) 組織及び資本金 

(ﾍ) 給与所得者数 

(ﾄ) 年間給与支給総額 

(ﾁ) 給与支給総額に対する年間源泉徴収税額 

ロ 給与所得者（調査対象に選定された報告義務者が、所得税法第 183 条第１項の規定により、
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所得税を源泉徴収して納付している給与所得者（同法第185条第１項第３号に規定する給与等

の支払を受けた者を除く。））に関する事項 

(ｲ) 給与所得者の氏名又は記号等、性別、年齢、勤続年数及び職務 

(ﾛ) 年中の給与の受給月数 

(ﾊ) 年末調整の有無 

(ﾆ) 控除対象配偶者の有無、扶養親族の内訳及び本人控除の有無 

(ﾎ) 給与の金額 

(ﾍ) 諸控除（所得控除額及び税額控除額）の内訳 

(ﾄ) 年税額 

（２）基準となる期日又は期間 

調査実施年前年の 12 月末日現在（一部の項目については、調査実施年の前年の３月末、６月

末、９月末及び12月末現在並びに調査実施年の前年の１年間（１月～12月）） 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

国税庁－民間事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（     ）） 

国税庁が業務を委託した民間事業者は、報告者に対し、郵送又はオンラインにより調査票を

配布し、回収する。 

ただし、報告者が政府統計共同利用システムにより報告した場合は、政府統計共同利用シス

テムから当該報告に係る報告内容を入手する。 

＜民間事業者に委託する主な業務内容＞ 

・調査票関係用品の印刷、作成 

・調査票及び調査関係書類の送付、調査票の回収、問い合わせ苦情対応、督促業務、調査票

及び調査関係書類の再送付 

・調査票の受付・整理、審査、調査票データの電子化 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

１年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

毎年１月第２週～２月末日 

８ 集計事項 

別添３統計表参照 
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９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

概要についてはインターネット（e-Stat）及び印刷物により公表する。 

詳細についてはインターネット（e-Stat）により公表する。 

（２）公表の期日 

概要については調査実施年の９月末日、詳細については調査実施年の11月末日に行う。 

10 使用する統計基準 

集計結果の業種別の表示において、日本標準産業分類の大分類を独自に一部統合した分類を使用

する。（別添４参照） 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

・記入済み調査票・・・受理した日から２年 

・調査票の内容を記載した電磁的記録媒体・・・永久 

（２）保存責任者 

国税庁長官官房企画課長 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

なし 
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別添１ 

民間給与実態統計調査の標本抽出について 

 

１ 標本抽出の方法 

民間給与実態統計調査は標本調査により行い、調査対象を選定するための標本の

抽出は、①調査対象源泉徴収義務者の抽出、②調査対象給与所得者の抽出の２段階

抽出法によるが、具体的な抽出方法は次のとおりである。 

(1) 調査対象源泉徴収義務者の抽出（第１段抽出） 

 調査対象源泉徴収義務者の抽出は、次の方法による。 

イ 源泉徴収義務者をブロック別に区分する。 

ロ ブロック別の源泉徴収義務者を毎年６月３０日現在給与所得者数により第１

層から第７層に区分し、各層ごとの抽出率に応じて調査対象源泉徴収義務者を

抽出する。 

ハ 第１層から第７層の区分のほかに、資本金１０億円以上の株式会社の本社で、

本社の給与所得者数が５００人未満の源泉徴収義務者を第８層とし、調査対象

源泉徴収義務者を抽出する。 

(2) 調査対象給与所得者の抽出（第２段抽出） 

調査対象給与所得者の抽出は、次の方法による。 

イ 給与の金額が２，０００万円以下の給与所得者については、各層に応じた抽

出率により抽出し調査対象給与所得者とする。 

ロ 給与の金額が２，０００万円を超える給与所得者は、全数を調査対象給与所

得者（以下「２，０００万円超調査対象給与所得者」という。）として抽出す

る。 

２ 層別区分並びに調査対象源泉徴収義務者及び調査対象給与所得者の抽出率 

(1) 層別区分は、別表のとおりである。 

(2) 調査対象源泉徴収義務者の抽出率は、別表の「全体としての調査対象源泉徴収

義務者の抽出率（Ｂ）」欄のとおりである。 

(3) 調査対象給与所得者の抽出率は、別表の「調査対象源泉徴収義務者における調
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査対象給与所得者の抽出率（Ｃ）」欄のとおりである。 

３ 調査結果の推計方法 

調査結果の推計は、各層別に集計された結果に、①調査対象源泉徴収義務者及び

２，０００万円超調査対象給与所得者については、別表の「全体としての調査対象

源泉徴収義務者の抽出率（Ｂ）」欄の、②２，０００万円超調査対象給与所得者以

外の調査対象給与所得者については、別表の「全体としての調査対象給与所得者の

抽出率（Ｄ）」欄の抽出率の逆数を乗じたそれぞれの結果を合算して求める方法に

よる。 
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別 表 

層 別 及 び 抽 出 率 の 区 分 

 

 

層 別 

源泉徴収義務者 

の給与所得者数 

の 区 分 

（Ａ） 

全 体 と し て の 

調査対象源泉徴収 

義務者の抽出率 

（Ｂ） 

調査対象源泉徴収 

義務者における 

調査対象給与所得 

者の抽出率（Ｃ） 

全体としての調査 

対象給与所得者の 

抽 出 率 （ Ｄ ） 

〔(Ｂ)×(Ｃ)〕 

 

第１層 

第２層 

第３層 

第４層 

第５層 

第６層 

第７層 

第８層 
 

 

1～    9 人 

10～   29 人 

30～   99 人 

100～  499 人 

500～ 999 人 

1,000～4,999 人 

5,000人以上 

本   社 
 

 

1 ／ 400 

1 ／ 200 

1 ／  60 

1 ／  15 

1 ／   3 

1 ／   1 

1 ／   1 

1 ／   1 
 

 

1 ／   1 

1 ／   2 

1 ／   6 

1 ／  20 

1 ／ 100 

1 ／ 200 

1 ／ 200 
（上限100人） 

1 ／  20 
 

 

1 ／ 400 

1 ／ 400 

1 ／ 360 

1 ／ 300 

1 ／ 300 

1 ／ 200 

1 ／ 200 
（上限100人） 
1 ／  20 
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別紙様式第 1号
統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査
国 税 庁

㊙
平成30年分 民間給与実態統計調査票（源泉徴収義務者用）

③

2. 調査項目

1. この調査票について答えられる方の氏名等

氏名 電話番号 （内線 ）課（係）名

※機械で読み取りますので、必ず黒の鉛筆又はシャープペンシルで
記入例を参考にして記入してください。

⑶組 織 及 び 資 本 金

⑷給与所得者数

⑸年間給与支給総額

・該当する番号を記入してください。
・株式会社の場合は、平成30年12月末現在の資本金の額に
よって、「2」～「6」の該当する番号を記入してください。

その月中に
支払った人
員を記入し
てください。

イ３月末現在の人員

ロ６月末現在の人員

ハ９月末現在の人員

ニ12月末現在の人員

一十百千万

一十百千万

一十百千万

一十百千万

人

人

人

人

千 000円

000円

万十万百万千万億十億百億千億
千円未満は四捨五入
し、千円単位で記入
してください。

⑹給与支給総額に対する
年間源泉徴収税額
千円未満は四捨五入
し、千円単位で記入
してください。

個人経営

上記以外の法人

有限会社

合名会社
合資会社
相互会社

株
式
会
社
（
資
本
金
）

2,000万円未満

2,000万円以上

5,000万円以上

１億円以上

10億円以上

……………………1

………2

………3

………4

………5

………6

……………………7

……………………8

…9

日雇労務者・アルバイト等
で「給与所得の源泉徴収税額
表（日額表）」の丙欄を適用し
た者は、除いてください。

この調査は、統計法に基づく基幹統計を作成するために行う調査です。
この調査の対象となった事業所の方々には統計法に基づく報告の義務があり、報告の拒否や虚偽報告については罰則があります。
この調査の実施に当たっては、特に必要がある場合には、関係者の方々への質問を行うことがあります。

パスワード（確認コード）

政府統計コード（オンライン調査）

調査対象者ID

記入例

千万十万百万千万億十億百億千億 千

お手元控えとして、郵送前に必ずコピーを保管してください。

⑴企業の主な業務
記入のしかたP８を参照の上、該当の業種番号を記入してください。

⑵回答いただいた給与所得者用
調査票の人員及び層番号

提
出
用

層一十百千 人

※記入のしかたP６記入例参照

（例えば労働組合、宗教法人など）

縦線1本 すきまを開ける 上につきぬける 角をつくる

閉じる

※「所在地又は住所」プレ印字領域

※「名称又は氏名」プレ印字領域
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千円万

別紙様式第 2号
統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査
国 税 庁

㊙ 平成30年分 民間給与実態統計調査票（給与所得者用）
※この調査票は機械で読み取りますので、必ず黒の鉛筆又は
シャープペンシルで、記入例を参考にして記入してください。

この調査は、統計法に基づく基幹統計を作成するために行う調査です。
この調査の対象となった事業所の方々には統計法に基づく報告の義務があり、報告の拒否や虚偽報告については罰則があります。
この調査の実施に当たっては、特に必要がある場合には、関係者の方々への質問を行うことがあります。

※A4調査票（源泉徴収義務者用）の右上にある
調査対象者IDを転記してください。 ④

○調査項目

お手元控えとして、郵送前に必ずコピーを保管してください。

提 出 用

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

21 3 4

A B

21 3

21 3

4

（0～8を記入）
人

人

人

人

人

人

人

人

1 2

1 2

⑴氏 名 又 は 記 号 等

⑵一 連 番 号

⑶性 別　（男  1、女  2）

⑷平成　年12月31日現在　満年齢 

⑸平成　年12月31日現在 勤続年数 

⑹平成　年中に給与を支給した月数 
⑺職　  務
⑻年末調整

⑼控除対象配偶者

障
害
者

⒝
特
別

イ一般の控除対象
　扶養親族①

ロ特定扶養親族②

⒜同居老親等③

⒝一　　　般④

⒜障　　害　　者

同　　　居

非　同　居

計（①＋②＋③＋④）

老
　
　
人

ハ

⑽
扶

養

親

族

数

な
お
、
控
除
対
象
配
偶
者
は
含
み
ま
せ
ん
。

該
当
す
る
欄
に
人
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

(
)

イ障害者・特別障害者控除

ハ勤労学生控除

ロ寡婦・寡夫控除

⑾
本
人
控
除

イ給 料 ・ 手 当 等
（千円単位）

イ社会保険料控除額
（千円単位）
ロ小規模企業共済等掛金控除額
（千円単位）
ハ一般生命保険料控除額
（千円単位）
ニ介護医療保険料控除額
（千円単位）
ホ個人年金保険料控除額
（千円単位）
ヘ地震保険料控除額
（千円単位）
ト配偶者特別控除額
（千円単位）
チ住宅借入金等特別控除額
（千円単位）

ロ賞　　　与　　　等
（千円単位）
ハ計 イ ＋ ロ
（千円単位）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

21 3 4

A B

21 3 4

（0～8を記入）

21

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万千万億

千円万十万百万

千円万十万百万

千円万十万

千円万

千円万

千円万

千円万

千円万十万

千円万十万

百万

千万億

人

人

人

人

人

人

人

人

⑵
記入した者を左の欄から順に1、2、3
………と記入してください。
ただし、２面以上記入するときは、１面目
からの通し番号を記入してください。

⑶
該当する数字をマークしてください。

⑷および⑸
１年未満は切り捨ててください。

⑿
千円未満は四捨五入し、
千円単位で記入してください。

⒀
年末調整を行った者について
だけ、記入してください。
千円未満は四捨五入し、千円
単位で記入してください。

⑹
12か月 A
11か月以下 B

⑺
法人の代表者、役員等 1
個人の青色事業専従者 2
パートタイマー、アルバイト等
非正規の給与所得者 3
1～3以外の給与所得者 4

乙欄摘要のため 2
前職の給与等不明のため 3
その他の理由 4

⑻

年末調整
を行わな
かった者

年末調整を行った者 1

一般 1
障害者 2
同居特別障害者 3
非同居特別障害者 4
一般 5
障害者 6
同居特別障害者 7
非同居特別障害者 8

⑼
控除対象配偶者　無 0
控
除
対
象
配
偶
者
有

一
般

老
人

⑾
障害者 1
特別障害者 2

寡婦（一般） 1
寡婦（特別加算あり） 2
寡夫 3

該当する 1
該当しない 2

⒁
千円未満は四捨五入し、千円
単位で記入してください。

⒀
諸

　
控
　

　
除

⒁年　　　　税 額
　（千円単位）

　
　
　
金
額

⑿
給
与
の

（イ）

（ロ）

（ハ）

21 3

1 2

1 2

21 3

1 2

1 2

21 3

1 2

1 2

21 3

1 2

1 2

21 3

1 2

1 2

21 3

1 2

1 2

21 3

1 2

1 2

調査対象者ID
記入例

正しいマーク
悪いマーク例

縦線1本 すきまを開ける 上につきぬける 角をつくる

閉じる

-
 1
6
 -



  

別添３ 

 

統 計 表 

 

全国計表 

 第１表 給与所得者数・給与額・税額 

 第２表 給与所得者数・給与額・源泉徴収義務者数 

 第３表 給与階級別の総括表 

 第４表 事業所規模別及び給与階級別の総括表 

 第５表 事業所規模別及び給与階級別の給与所得者数・給与額 

 第６表 企業規模別及び給与階級別の総括表 

 第７表 企業規模別及び給与階級別の給与所得者数・給与額 

 第８表 業種別及び給与階級別の総括表 

 第９表 業種別及び給与階級別の給与所得者数・給与額 

 第10表 事業所規模別及び年齢階層別の給与所得者数・給与額 

 第11表 企業規模別及び年齢階層別の給与所得者数・給与額 

 第12表 業種別及び年齢階層別の給与所得者数・給与額 

 第13表 事業所規模別及び勤続年数別の給与所得者数・給与額 

 第14表 企業規模別及び勤続年数別の給与所得者数・給与額 

 第15表 業種別及び勤続年数別の給与所得者数・給与額 

 第16表 給与階級別の納税者数・非納税者数 

 第17表 給与階級別の諸控除 

 第18表 給与階級別の扶養人員別表 

 第19表 給与階級別年末調整を行わなかった給与所得者数・給与額・税額 

 

国税局別表 

 第１表 国税局別・事業所規模別・企業規模別及び業種別の給与所得者数 

 第２表 国税局別及び事業所規模別の給与所得者数・給与額 

 第３表 国税局別及び企業規模別の給与所得者数・給与額 

 第４表 国税局別及び業種別の給与所得者数・給与額 

 第５表 国税局別及び給与階級別の納税者数・非納税者数 

 第６表 国税局別の給与所得者数・給与額 
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別添４ 

 

民 間 給 与 実 態 統 計 調 査 の 業 種 分 類 

 

業 種 名 産 業 分 類  

 

建 設 業 

製 造 業 

卸 売 業 ， 小 売 業 

宿泊業，飲食サービス業 

金 融 業 ， 保 険 業 

不動産業，物品賃貸業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

運 輸 業 ， 郵 便 業 

情 報 通 信 業 

医 療 ， 福 祉 

学術研究，専門・技術サー

ビス業、教育，学習支援業 

サ ー ビ ス 業 

 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 

農 林 水 産 ・ 鉱 業 

 

 

建設業 

製造業 

卸売業，小売業 

宿泊業，飲食サービス業 

金融業，保険業 

不動産業，物品賃貸業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

運輸業，郵便業 

情報通信業 

医療，福祉 

学術研究，専門・技術サービス業、教育，学習支援業 

 

生活関連サービス業，娯楽業、サービス業、分類不能の

産業 

複合サービス事業 

農業，林業、漁業、鉱業，採石業，砂利採取業 
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民間給与実態統計調査実施の必要性について 

 

１ 調査の目的・必要性 

民間給与実態統計は、民間の事業所における年間の給与の実態を明らかにし、併せて租

税収入の見積り、租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすることを目的として

国税庁が作成する統計である。 

具体的には、民間の事業所における年間の給与等の実態について給与階級別、事業所規

模別、企業規模別等に把握するものとして、昭和 25 年から毎年作成されており、昭和 30

年に旧統計法に規定する「指定統計」として指定されたものである。 

また、民間給与実態統計が「指定統計」として位置付けられた理由としては、租税収入

の見積り、租税負担の検討及び税務行政運営等において不可欠な統計であるという重要性

を踏まえたものと考えられる。この重要性は、現在においても変わるものではなく、これ

は、基幹統計の要件である新統計法第２条第４項第３号イに規定する「全国的な政策を企

画立案し、又はこれを実施する上において特に重要な統計」に該当しているものと考えら

れる。 

 

２ 民間給与実態統計の利用実態 

民間給与実態統計は、国税庁及び財務省において、税制改正等にあたっての租税収入の

見積り、租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料として利用されている。 

 

３ 他調査との重複 

民間給与実態統計調査（以下「本調査」という。）と類似する民間の事業所の給与に関

する統計調査としては「賃金構造基本統計調査（厚生労働省）」、「毎月勤労統計調査（厚

生労働省）」及び「職種別民間給与実態調査（人事院）」等が挙げられる。本調査を他の統

計調査で代替する場合、民間の事業所に勤務している給与所得者に関して所得税法（昭和

40 年 3 月 31 日法律第 33 号）等の諸制度に係る事項（例えば扶養控除、配偶者控除等の

適用実態）の調査を行っている必要があるが、そのような調査を行っている統計調査はな

く、他の統計調査で代替することはできない。 

 

４ 行政記録情報の利活用 

本調査の実施において利活用可能な行政記録情報は存在しない。 

例えば、所得税法等の諸制度に係る事項が記載されている行政記録情報として給与所

得の源泉徴収票（以下「源泉徴収票」という。）があるが、源泉徴収票では、本調査の調

査項目である勤続年数、性別等を把握することができない。 

また、所得税法施行規則第 93 条の規定により給与等の金額が 500 万円以下の者に係る

源泉徴収票は税務署への提出を要しないこととされており、すべての源泉徴収票に係る

情報を国税庁が有しているわけではない。 

仮に国税庁が有している限りの情報を利活用するとした場合、例えば、給与等の金額が

500 万円以下の者のみを調査することが考えられるが、そもそも勤続年数、性別等を把握
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することができないという問題が解決されない上に、事業所の従業員数等によって調査

対象事業所及び調査対象給与所得者を抽出するという標本設計の観点から、適切な調査

結果を確保することができない。 

さらに、現行の調査方法を前提として、国税庁が有している情報に対応する項目を空欄

で提出させ、国税庁において事後的に補完記入を行うことも考えられるが、調査対象給与

所得者と国税庁が有している情報について、調査対象事業所の名称及び調査対象給与所

得者の氏名のみで突合することは極めて困難である。 

以上から、源泉徴収票を本調査の実施において利活用することはできない。 

 

５ 事業所母集団データベースを利用した重複排除等 

⑴ 重複排除について 

調査候補名簿の作成後、平成 31 年（2019 年）8 月下旬に調査候補名簿を提出す

る予定。 

⑵ 履歴登録について 

平成 31 年（2019 年）12 月上旬に調査対象名簿を提出し、最終的な調査結果名簿

については平成 32 年（2020 年）6 月下旬に提出する予定。 
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